
公益社団法人　山梨県私学教育振興会
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【主要事業の概要】

事業１

事業２

事業３

【組織】
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(千円)
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362,094

1,337 2,208

55,550

410,204

1,324

設 立 年 月 日 昭和36年7月11日

私立学校法人が教職員に退職金を支給するために必
要な資金を給付する

小中高部及び幼稚園部が実施する研修会

364,199

204,241

E-mail ア ド レ ス yskg-kyo@mx2.nns.ne.jp

平成３０年度平成２９年度平成２８年度

21,700 39,900

204,241

事業費（単位：千円）
内容

私立学校の教育条件の改善充実と経営の安定健全化
に資するための貸付（施設設備（耐震工事経費含む）・経営資
金）

法人名

主
な
出
資
者
等

出資順位
1

4
3

6

ホームページＵＲＬ http://yamanashi-shigaku.com/

資本金（基本財産） 千円

5

8
7

団体（者）

出資者名等
私学（私立学校法人等）
山梨県2

【 法 人 の 概 要 】

代 表 者 名 所管部（局 ）課 県民生活部　私学・科学振興課

所 在 地 甲府市丸の内２－１４－１３ 電 話 番 号 ０５５－２３２－４４２２

理事長 川手　佳彦
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理事（非常勤） 16 1

9

出資その他
その他

10

教職員研修事業

平成 ２９

資金貸付事業

退職資金給付事業

年度

各年度 4月1日現在

理事（常勤） 0

プ

ロ

パ

ー

職

員

設 立
目 的
経 緯
概況等

　県内の私立の幼稚園、小学校、中学校及び高等学校を設置する学校法人に対し、学校運営に必要な資金
を貸し付けることにより、私立学校の教育環境を整備し、私学教育の振興に資することを目的として、昭和36
年7月に設立された。本法人の貸付金は、設立の趣旨から民間金融機関による貸付よりも低利率で貸付を
行っており、現在までに333件の貸付を行い、私立学校の教育環境の整備等に貢献している。
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非常勤職員 1 1

3 3
管理職 1 1

令和元年度

合計 0 0 1 2 0

0 5 3 2 0
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平均年収

計 5 3 2
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公益法人用

104,241
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【経営の状況】 （単位：千円）
平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 増減

0 0 0 0
336,141 342,240 349,616 7,376

0 0 0 0
4,455 998 2,025 1,027

119,608 127,998 127,816 △ 182
52,099 60,166 63,003 2,837

512,303 531,402 542,460 11,058
事業費 507,080 527,791 538,676 10,885

うち人件費 19,327 19,732 20,212 480
管理費 6,027 6,312 6,285 △ 27

うち人件費 3,436 3,482 3,567 85
経常支出　計　 513,107 534,103 544,961 10,858

△ 804 △ 2,701 △ 2,501 200
0 0 0
0 0 0
0 0 0 0

△ 804 △ 2,701 △ 2,501 200
△ 1,270 △ 188 △ 196 △ 8
265,415 262,526 259,829 △ 2,697

（単位：千円）
平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 増減

37,651 39,014 42,102 3,088
3,384,306 3,515,261 3,554,807 39,546
3,421,957 3,554,275 3,596,909 42,634

221 380 365 △ 15
0 0 0 0

3,156,321 3,291,369 3,336,714 45,345
0 0 0 0

3,156,542 3,291,749 3,337,079 45,330
265,415 262,526 259,829 △ 2,697

うち基本財産への充当額 0 0 0 0
うち特定資産への充当額 220,464 220,276 220,080 △ 196

（単位：千円）
平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 増減

0 0 0 0
人件費補助金 0 0 0 0
人件費以外の補助金 6,000 6,000 6,000 0

6,000 6,000 6,000 0
112,708 121,798 121,616 △ 182
118,708 127,798 127,616 △ 182

人件費委託金 0 0 0 0
人件費以外の委託金 0 0 0 0

委託金　計 0 0 0 0
118,708 127,798 127,616 △ 182

23.2 24.0 23.5 △ 0.5
0 0 0 0
0 0 0 0

【県の財政的関与の状況（平成３０年度）】

負債　計

経常外収入

正
味
財
産
の
状
況

項　　　　　目
基本財産等運用益
受取会費・受取寄付金
受託事業収益
自主事業収益
受取補助金等
その他の収益

経常収入　計

当期経常増減額

流動負債
うち短期借入金

固定負債

経常外支出
当期経常外増減額
当期一般正味財産増減額
当期指定正味財産増減額
正味財産期末残高

流動資産
固定資産

県債務負担実際残高

資産　計

うち長期借入金

項目

負担金

補助金
（事業費）

補助金
（運営費）

正味財産

県
の
財
政
的
関
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の
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項　　　　　目
負担金

運営費補助金
事業費補助金

補助金　計

県支出金　計
県の財政的関与の割合（％）
県貸付金残高

財
務
状
況

項　　　　　目

委託金

県債務負担
実際残高

該当なし

内容・目的・金額

該当なし

私学教育振興会活動費補助金　6,000千円
私学振興を図るための活動費に対する助成

私立学校教職員退職資金造成補助金67,875千円　県内私学教職員に対し退職金を支給する私
学教職員退職金制度の資金造成を助成することにより私立学校の振興を図る。
私立幼稚園教職員退職資金制度事業補助金53,741千円　山梨県私学教育振興会が行う私立
幼稚園教職員退職金制度の資金造成を助成することにより私立幼稚園における教育環境の充
実を図る。

該当なし



【自己評価・評点集計】：（経営評価算出表により、法人自らが評価した結果を記入）

評価の視点 評価項目数 満点 評点 得点率

目的適合性 3 10 10 100.0%

計 画 性 3 10 8 80.0%

組織運営の
適 正 性 3 9 9 100.0%

財 務 状 況 7 42 35 83.3%

効 率 性 5 18 15 83.3%

21 89 77 86.5%

正味財産増減

流動比率

借入金依存率

債務超過

県の将来負担見込

回収不能債権

県の債務処理補助等

公益認定基準抵触

【出資法人の自己評価】：（各評価の視点毎に、法人自らによる分析・検証の結果及び対応策を記入）

目的適合性

計 画 性

組織運営の
適 正 性

財 務 状 況

効 率 性

総合的評価

対応策

出資法人の組織の管理運営上における人的・物的
な経営資源が有効活用されているかを問う視点

【警戒指標数】

目標達成度

さらなる経費削減は容易ではないが、引き続き、効率的運営に努め、職員の意識向上と地道な経費抑
制に努める。

合　　計

今後とも貸付事業の貸付件数の増加、退職資金給付事業の財政の長期的な健全化保持、研修事業
の内容充実とともに経費の抑制に努める。

基本方針（定款）に基づいた経営計画、事業計画を策定し、計画的に事業運営を実施するとともに、効
率的な内部管理に取り組んでいる。

県内の私立学校教育の充実及び振興を図るとともに、県民の修学機会を確保するための支援、教育
文化の高揚に資するため、①必要な資金を低金利で貸付、②私立学校教職員に退職金を支給するた
めの資金を給付、③小中高部及び幼稚園部が研修会を実施するなど、公益法人として私学振興、教
育環境の整備等に大きく貢献しており、目的に十分適合している。

適正な内部管理体制のもと必要最小限の人員構成で事業運営を行うとともに、ホームページなどで情
報発信に努めている。

貸付事業については金利の低下に伴う収益の減少もあるが、貸付条件等を改善しながら貸付額が増
加するよう取り組みを行い、収入の拡大に向け周知に努める。退職資金給付事業については、財政の
長期的な健全化保持に努める。教職員研修事業については、教職員の資質向上、人材育成、教育研
究活動の充実に資するよう努める。

これまでも事務事業の徹底的な合理化を行ってきたが、今後も効率性の高い執行に努めていく。

評価ポイント

出資法人が当初の設立目的あるいは公益目的と
適合した業務を行っているかを問う視点

出資法人が長期的ビジョンを持って計画的に事業
運営に取り組んでいるかを問う視点

組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に整
備、運用され、かつ情報公開による透明性の確保
が適切であるかを問う視点

出資法人の経営の安全性や収益性を問う視点
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【法人担当部局の所見】：（法人所管部局による各評価の視点毎の分析、評価）

目的適合性

計画性

組織運営の
適正性

財務状況

効率性

総合的評価

【総合評価】：（経営評価委員会、経営検討委員会による総合評価）
A 得点率８０％以上かつ警戒指標なし

B 得点率７０％以上８０％未満または警戒指標が１

％ C 得点率６０％以上７０％未満または警戒指標が２

D 得点率６０％未満または警戒指標が３以上

【総合所見等に対する今後の対応方針】

事業目的に適合した事業運営がなされるとともに、内部統制が図られた管理がなされている。事業収入
を拡大し、更なる本県私学教育の向上に寄与すべく、借入者のニーズ把握や積極的なＰＲにより貸付額
の増額を図ること、運用委託先での運用益の収入増加を検討する必要がある。また、業務の不断の見
直しによる効率化を進める必要がある。

・貸付件数・貸付金額ともに前年度実績を上回り、３期連続で目標を達成しているが、引き続き、各学校法人
の経営状況、園児・児童・生徒数の動向等の実状に応じた支援ができるよう、きめ細かな相談体制を充実し、
学校法人が制度を有効に活用できるよう努めていく。
・退職資金給付事業については、引き続き、資産管理委員会等において四半期毎に運用状況や経済見通し
等を聴取し、効果的な資産運用配分等により的確な運用に取り組んでいく。

山梨県内の私学教育振興のため、施設設備整備、学校経営等に必要な資金の低金利での貸し付け、
優秀な教職員の確保及び就業継続に必要な退職資金給付、教職員の資質向上や制度理解のための研
修会開催など、本県教育文化の向上に寄与しており、目的に十分適合している。
平成28・29・30年度の3年連続で目標としていた貸付額を上回ったことから、目標達成度の評価が上昇し
た。

基本方針（定款）に基づいた経営計画（2019～2023）、年次事業計画を策定し、計画的に事業運営を実
施している。

平成24年11月の私学関係５団体の合併を機に各種規程を整備し、適正な内部管理体制のもと必要最小
限の人員構成で事業運営を行うとともに、ホームページなどで情報発信にも努めている。
異動等職員の入れ替わりがほとんどないため現状の引継ぎ書等はないが、人員構成が５名と少数であ
る中で、上司と部下や職員同士の情報伝達は、随時実施される職場での打ち合わせによって的確に行
われる体制が整っており、懸案等の情報は共有されている。

市中金利の低迷に伴い、貸付件数の低迷や貸付金利収入の低下等により財産が減少傾向にある。借
入側のニーズを把握することにより貸付件数、貸付額の増加を図る必要がある。また、退職資金給付事
業についても運用委託先での運用益の収入増加を検討するなど収入の増額に努める必要がある。

平成24年11月の私学関係５団体の合併により、事務処理の合理化や経費の縮減が図られたが、事務
分掌の見直しや業務の効率化により、さらなる経費削減に努める必要がある。

警 戒 指 標 数

得 点 率 86.5
0

A

・私立学校の経営基盤の強化・改善に資するための設備資金等貸付事業について、私立幼
稚園における資金需要の高まりから、貸付件数・貸付金額ともに前年度実績を上回り、３期連
続で目標を達成したことにより、目的適合性の評価が向上した。また、職員１人当たり貸付等
取り扱い実績件数も増加し、効率性の評価が向上した。
・私立学校教職員に対する退職資金給付事業については、事業費が増加しているが、当該事
業は事業加入者の負担金と県補助金により運営されていることから、法人経営に影響を与え
るものではない。
・設備資金貸付事業について、金利が低いことなどのメリットを積極的に周知することで、引き
続き、貸付件数・貸付金額の増加に努めていく必要がある。
・また、退職資金給付事業についても、退職金信託運用益の収入増加を図る必要がある。

総合的所見

総合評価
ラ　ン　ク


